２　社協ボランティアセンターの重点課題と基本指針
（１）市町村社協ボランティアセンターの機能強化への提案
　　　　
1 市町村社協ボランティアセンターの使命・役割
社協の使命は、全社協「市区町村社協経営指針」にあるとおり、「誰もが安心して暮らすことができる福祉のまちづくりを推進すること」です。社協ボランティアセンターの具体的な使命・役割もその中にあります。

全社協「社協における第３次ボランティア・市民活動推進５カ年プラン」では、長期的目標として「市民参画型の福祉社会の創造」をあげています。このため、①住民参加・協働をすすめ、②福祉的な視点の共有化を図り、③多様なボランティア・市民活動の活性化を支援する社会的な環境整備をすすめることが社協ボランティアセンターの使命としています。
全社協は、社協ボランティアセンターがその使命を果たすため、役割を次の８つに整理しています。

ⅰ）新たなニーズをキャッチして地域課題として提起する。

ⅱ）新たな課題に自ら先駆的に取り組む。

ⅲ）継続的な活動への日常的な支援を行う。

ⅳ）新たな活動組織と地縁型組織・専門組織をつなぐ。

ⅴ）出会い・学び・協働を生みだす。

ⅵ）共生の文化と人づくりのための基盤整備をすすめる。

ⅶ）社協ネットワークを活かして広域支援を行う。

ⅷ）多様な関係機関・団体と協働して総合的な支援体制をつくる。

これら８つ役割を着実に果たすことができる社協ボランティアセンターであることを目標としています。
しかし、全国の社協ボランティアセンターに等しく展開を求める性質のものではないとし、社協ボランティアセンターとしてのアイデンティティと立ち位置を明確にし、そこを出発点として、それぞれの社協が事業展開していくことを第3次プランのねらいとしています。

つまり、ボランティア活動に期待する人、またボランティア自身が社協ボランティアセンターに期待することは地域によって異なり、それに応じて社協ボランティアセンターとしての具体的活動も異なるということです。いずれにしても、求められる役割はこうした期待をしっかり把握し応えることです。
そのために、それを可能とする組織・運営体制の姿を共有することが重要です。
　　まずは、社協ボランティアセンターの使命や役割について、社協組織として共通認識することが必要です。また、社協ボランティアセンター自体の運営に多様な関係者が参加し、意見が反映される体制づくりも必要です。それには、協働の相手（関係者）として福祉分野だけを考えるのではなく、今まで関わりをつくれなかった組織や団体との関係づくりを積極的に進めていくことが求められます。
また、全国または県内で共通的な事業に取り組むことが、社協ボランティアセンターの存在感を強め、関係者の参画を促進することにもつながると考えます。共通的な事業として第3次プランにおいて次の4つの事業を掲げています。

ⅰ）福祉教育の地域展開

ⅱ）定年退職者等高齢者の地域活動、ボランティア・市民活動への参加促進

ⅲ）地域の深刻な福祉課題・生活課題に挑戦する団体の支援・協働

ⅳ）災害ボランティア活動推進・支援体制づくり
これらの事業については、鳥取県社協でも中期計画（ほっとプラン2007：Ｈ19～23年度）における重点目標とし、また、有効な地域福祉活動計画がある県内9市町社協においても同類の目標を掲げていることから、その他の社協においても積極的に取り組まれるよう期待します。
2 社協ボランティアセンターの実態としての存在意義
　　　社協には、コミュニティワーカー（福祉活動専門員）やボランティアコーディネーター等の職員が配置されています。両者とも市民・住民に働きかけて、活動の参加を呼びかけたり、活動の支援を行うなど、社会関係資本（ソーシャルキャピタル）の醸成をめざすことには変わりがありません。

しかし、地域課題の解決に向けた活動を推進する上で、活動への住民参加の促進において、地縁団体から推薦をしてもらったりするような、いわば「頼まれ型ボランティア」とも言うべき形をとる場合は、コミュニティワーカーや地域福祉コーディネーターがその役割を担う場合が多く、一方、社会課題やテーマについて希望者を募る「手あげ型ボランティア」の形をとる場合には、ボランティアコーディネーター（ボランティアセンター担当者）が担う場合が多く見受けられます。

職員数が少ない社協の場合には、地域福祉推進業務とボランティアセンター業務を兼務することが見受けられ、県内ではほとんどの社協でボランティア担当者が地域福祉推進業務を兼務しています。しかし、本来その対象やしかけ方、業務内容は分別できます。
ボランティアというと、ともすれば「お手伝い」「助け合い」といった狭いイメージで捉えがちですが、本来は、自分たちが望む地域社会を自分たちで創り出すという「自治」の精神が根底にあります。
社協のそもそもの目的である「地域福祉の推進」のためには、「頼まれ型ボランティア」だけではなく、より主体的・自治的な「手あげ型ボランティア」の裾野が広がること、さらに多様な生活課題や地域課題に対応するため、多様な形態の活動が活発に展開されることが必要であり、「手あげ型ボランティア」を支援するボランティアセンターが必要なのです。
　　　　社協ボランティアセンターの機能強化のためには、まず、地域福祉の推進における社協の存在意義と社協ボランティアセンターの役割について役職員が共通理解することが前提となります。
	社協職員　～地域福祉担当とボランティア担当の領域イメージ～















	要援護者支援の担い手とその支援





















3 社協ボランティアセンター機能強化に向けた提案
　　提案１　運営委員会と運営体制の強化

　　　　社協ボランティアセンターが地域から信頼を得るためには、幅広い関係者が参加する機会をつくる必要があります。その1つの形態として考えられるのは運営委員会です。運営委員会での意見を社協組織が尊重して、ボランティア関連事業を進めていくというしくみです。運営委員の構成は地域のボランティア・市民活動に関わる幅広い関係者（ＮＰＯ法人などを含む活動組織、推進・支援機関、企業、大学、行政など）とし、地域内の関係者の協議が実質的に行われる場になることが望まれます。運営委員会のもとにプロジェクトチームや実行委員会等を設け、運営委員以外の関係者の参加機会をつくり、事業の企画、実施、評価を行うことも、地域に開かれた運営体制となります。
	



















　　　　社協ボランティアセンター業務へのボランティアの参加を進めることも有効です。例えば、ボランティアの知識や経験を生かした、情報整理・発信（ホームページ・情報誌等の作成）、情報提供的な相談活動等を担う「ボランティアアドバイザー」の設置などが挙げられます。この際、単に社協ボランティアセンター担当職員の不足を補うという考え方ではなく、ボランティア・市民活動の推進を職員とともに進める存在として位置づけることが重要です。これらに関しては、参画するボランティアにとっての意義や、社協職員によるサポートを明確にしたボランティアマネジメントが必要です。
ボランティア関連事業においては、常に新しい課題に対応する必要性が生じるため、当初の事業計画に予定されていない事業の実施が当然予想されるので、事業計画には突発的な課題に対応しうる余地を残し、財源をある程度留保しておく必要もあります。また課題に即応するために現場の裁量を認めることも必要です。
社協ボランティアセンターの役割の1つに、多様なボランティアが集い、交流する中で気づきや学びを育てていく場を創るということがあります。ボランティアが参加し交流する場、例えばボランティア連絡協議会をしかけていくことが、社協ボランティアセンターの活性化、運営体制の強化につながります。
社協ボランティアセンターの機能強化のため、運営委員会の設置やボランティア連絡協議会の組織化を図るとともに、ボランティアアドバイザー等の育成と活用を提案します。
　　提案２　財源の確保と有効活用

　　　　社協ボランティアセンターの事業費は、当初から自治体の補助・受託金のみを充てる考え方は適切ではありません。多様な課題に柔軟に対応するために、自由に使える自己財源が必要です。広く市民からの寄付という形で支援を仰ぎ、その実績を公益性の根拠として行政などからの補助を得ていくことも考えられます。また、他財源の活用実態として共同募金配分金を活用する社協は多く見受けられます。
自治体からの補助・受託については、その形態自体が問題なのではなく、受託（被補助）する社協が主体的に事業を活かす姿勢と、それができる契約内容・関係となっていることが重要です。
また、福祉分野以外でも、自治体においてボランティア・ＮＰＯ事業が予算化されています。積極的に活用する姿勢を持つこと、または直接受託はできなくても、協働（共催）事業とすることで、実質的に財源を活用する視点も大切です。しかし、ボランティアセンター担当者の人件費は、事業の公益性からやはり公費が妥当であって、不足分を他の財源で補うという考え方とならざるを得ません。
ボランティア活動、市民活動の推進にはしかけ役が必要で、自然の成り行きでは推進できません。「住民主体」と「住民任せ」「住民のお世話」は異なります。例えば、福祉サービスの利用にあたって、利用者の希望を叶えることだけが、利用者主体ではないはずです。それで済むなら介護支援専門員はただの代行人です。そうではなくて、利用者の最善の利益を導き出すことこそ、利用者主体（本位）と考えます。ボランティアセンター担当者も同様にボランティア・市民活動を個人・グループの生きがいや趣味のレベルに止まらせず、社会と向かい合わせ、真の自治意識の誘いや継続的な活動を支援するなど、社会関係資本を創出する専門性も有する立場であり、地域福祉の推進に欠かせない人材です。人件費への公的支援がなくては、社協のボランティア・市民活動への支援は著しく機能低下することを市民・行政に理解してもらう必要があります。
社協ボランティアセンターの機能強化のためには、市民や行政に公費の必要性を理解してもらい、一方で、広く市民からの寄付という形で支援を仰ぎ、その財源をもって地域社会に支持・評価される事業展開をすすめることを提案します。
　　提案３　ボランティアコーディネーターの資質向上
コーディネートには単に「つなぐ」「調整する」ことにとどまらず、「対等にする」「同格にする」という意味があります。コーディネーションは「誰かと誰かが協働できるように促していく」機能を持ちます。そして、ボランティアコーディネーターはまさにその働きをする人を指します。

今日、ボランティア活動は様々な分野で実に多種多様に展開されていますが、そのような中、ボランティアコーディネーターという呼称は使わないまでも、その役割を担うスタッフを配置する組織や場面は増加しています。鳥取県社協はボランティアコーディネーターの養成事業を実施し、受講証の発行を始めた平成9年度から平成20年度までの期間で受講者は延265人となりました。参加者層も福祉分野以外からの参加もあり、ボランティア・市民活動をコーディネートする必要性の高まりを表わしています。しかし多くの場合、他の業務との兼務であったり、一時的または部分的な役割としての配置に留まっています。

ボランティアコーディネートは、人や組織との信頼と協働関係づくりがカギとなる取り組みであり、その関係づくりには時間も手間もかかります。そのため、ボランティアコーディネーターにはボランティア・市民活動の価値についての理解やコミュニケーション力、情報を収集し伝達する力、活動プログラムを開発する力など、幅広い知識やスキルが求められており、研修や事例の集積、交流などが必須だと考えられます。
社協ボランティアセンターは福祉分野以外の今まで関わりをつくれなかった組織や団体との関係づくりを積極的に進めていくことも求められるので、なおさら職員の兼務体制では十分な取り組みは望めません。
　　　　ＪＶＣＡ（日本ボランティアコーディネーター協会）では、ボランティアコーディネートの専門性を「価値」「知識」「スキル」で構成されるものとした上で、ボランティアコーディネーターが大切にすべき「価値」として次の５つの視点をあげています。
ⅰ）住民の自治意識の醸成

ⅱ）ボランティアの価値の発信・普及

ⅲ）出合いとのかかわりあいの機会の重視

ⅳ）新たなプログラムや組織やコミュニティの創出

ⅴ）対等な協働関係の構築
また、ＪＶＣＡは「社協ボラセンのためのボランティアコーディネートマニュアル」で、ボランティアコーディネーターの持つ機能として次の８つの役割をあげています。
ⅰ）受け止める　ⅱ）求める　　　ⅲ）結ぶ　　ⅳ）高める　　ⅳ）創る
ⅵ）まとめる　　ⅶ）知らせる　　ⅷ）集める
　　　　本指針では、社協ボランティアセンターの機能をＪＶＣＡのボランティアコーディネーターの8つの役割と同じと捉えます。しかし、この役割を全て現状の市町村社協ボランティアセンターだけで担うことは極めて困難です。そこで、社協ボランティアセンターの機能強化のためには、社協内部の他部署や近隣社協、県社協とも連携・協働しながら、社協グループとしてこの機能を確保・強化していくことが必要です。また、実際にコーディネート等の業務にあたるのは社協職員一人ひとりであることから、職員の資質向上をめざすことを忘れてはなりません。
　　　　社協ボランティアセンターの機能強化のためには、ボランティア担当のみならず、社協職員がボランティアコーディネートの専門性を追求し、日々研鑽に努めることを提案します。

提案４　ボランティア・市民活動の啓発・普及と団体への活動支援
ボランティア活動が普及してきた現在でも、依然ボランティア活動を日常的な活動とは異なる特別な活動と考える傾向もあります。また、ボランティアに関心があっても、どこに相談すれば良いか、どんな活動があるのか、具体的にどのようにすれば活動できるのかなど、わからないといった状況も見受けられます。

社協ボランティアセンター・ボランティアコーディネーターには、ボランティア・市民活動を的確に把握して、それを当該グループと協働し、市民へ啓発・普及する「求める」「知らせる」という役割があります。一方、現状におけるボランティア・市民活動団体の最大の悩みは活動資金の確保やメンバーの拡大です。社協ボランティアセンターとして、ボランティア・市民活動団体に安定した活動資金を直接的に支援することは難しい面もありますが、社協の広報力を活用してその活動に共感する仲間を増やすことにより、結果として会費による活動資金の確保を図るといった間接的な支援はできます。

また、社協ボランティアセンターはボランティア講座等を開設してボランティアの育成を図っています。その際、受講後の「結び」はどうなっているか注視する必要があります。ボランティア育成事業が、既存のボランティア・市民活動団体の発展強化や新たなボランティア・市民活動団体を「創る」ことに効果を上げているのかなど、ボランティア育成事業の自己評価を行うことも必要です。このことがしっかりできていないと、社会関係資本を醸成することにつながらないと考えます。そもそも、地域でどのようなボランティア・市民活動が求められているのか、社協ボランティアセンターにはボランティアニーズをしっかりと意識した育成事業の取り組みが必要です。
社協ボランティアセンターの機能強化には、そもそもボランティアの広がりと深まりが前提であり、また、サポートするボランティア・市民活動団体そのものの活動強化も必要です。ボランティア・市民活動を周知し、団体の活動への間接的サポートを強化することを提案します。
提案５　小地域ボランティア活動の推進

ボランティア・市民活動団体が「使命」「テーマ」「課題」に集約してきた人々の集合体（＝「テーマによる手あげ型ボランティア」）であるのに対し、小地域ボランティアは、あくまでも小地域から派生した人々の集まり（＝「地縁による手あげ型ボランティア」）です。

小地域福祉活動（＝「地縁による見込まれ・頼まれ型ボランティア」）の大半が、役割として地域から見込まれ、頼まれ、ある一定の活動方法・マニュアルが存在するしくみ（活動）であるのに対し、小地域ボランティア活動は、市民の援助意欲の高まりによる自発的な活動であり、その活動方法もボランティア自身が考えます。小地域ボランティア活動は、地区社協等の地域福祉推進基礎組織（地区社協や自治会＝「地縁型組織」）の合意までは必要とせず、ゆるやかに認識しているに留まっていますが、その活動経費等は地域福祉推進基礎組織が提供することが多いと思われます。このようなことから小地域福祉活動の一部であり、より住民が主体となった地域福祉活動であると認識できます。

地域福祉の推進において、テーマ型組織と地縁型組織の協働・連携によって、単独では成しえない活動の広がりが期待できるにも関わらず、それぞれの行動原理や信条等の違いよって連携が進まないことが指摘されています。地縁型組織からボランティア・市民活動団体を創出、福祉ＮＰＯ化すれば、それと競合したり、摩擦が生じたり、排除することは考えにくく、相補性や互酬性が高まることが期待できます。
これらの支援は、社協の中で、地域福祉担当者の業務範囲とボランティアセンター担当者の業務範囲の境界にあると考えられるので、どちらが担うにかは明確にはできませんが、社協が担うべき支援であることには変わりありません。
また、小地域福祉活動、小地域ボランティア活動ともに、その活性化の重点として、地域課題への気づきを展開する必要があります。そのためには地域で取り組む福祉教育が重要であり、どれだけ、あらゆる住民を巻き込み、今ある福祉課題を共有し、住民の支え合いがボランティア活動でもあることを切り口にできるかにかかっています。

社協ボランティアセンターの機能強化のため、小地域福祉活動や地域で取り組む福祉教育等と協働しつつ、地域福祉推進基礎組織とボランティア・市民活動団体との協働・連携をすすめることを提案します。
提案６　地域社会全体で取組む福祉教育の中心役

福祉教育は、これまで「福祉教育推進校」事業に代表されるよう、主に学校教育の場で展開してきました。近年、地域福祉をさらに推し進めるため、学校教育・社会教育の双方の領域を通して、「地域社会全体で取組む福祉教育」の展開が求められています。それを受け、鳥取県社協・福祉教育研究委員会では、「ともに生きる」（小学生・中学生のための福祉教育読本）及び「先生のためのガイドブック」を作成し、現代のニーズに即した福祉教育の方向性を示しました。また、平成21年度末には地域住民向けの「地域ですすめる福祉教育ガイドブック（仮）」を示す予定です。

福祉教育は「福祉の心を育む教育」として、福祉の心をもち、主体的に地域の福祉力の発展に寄与する人づくりの営みとして理解されます。その学習の機会は、乳幼児期から学齢期を経て、成人・壮年・老年期にわたりすべてのライフステージで行われることが求められます。
社協ボランティアセンターは、幼稚園（保育所）・小学校・中学校・高等学校・特別支援学校などの学校現場、そして公民館や諸団体・サークルによる福祉教育に対して、助言・コーディネート役を果たすことが求められます。地域の身近な相談機関として福祉教育に対するアドバイスを実施し、地域の福祉教育の核となる役割を提案します。

具体的には、①ボランティアセンターに整備されている図書や体験教材の貸し出し、②福祉教育実践者（学校教員・公民館職員等）に対する助言、③関係諸機関との調整や連携、などです。①については、貸し出し業務や管理だけでなく、図書の選書や教材として活用が見込まれる情報などの整理が求められます。②については、学校の福祉教育担当の教員と連絡を密にし、担当者同士の連絡会などの開催を企画することが求められます。また、公民館等での福祉教育を推し進めるため、鳥取県社協で実施している「福祉学習サポーター講座」修了者等と連携し、講座の企画立案や講師紹介・手配などを行います。③については、福祉教育の一環としてのボランティア養成や実習受け入れ先の確保の観点から、社会福祉関係団体の他に行政、金融機関、地元商工会・企業・商店街などにも呼びかけ、福祉の産官金連携にも努めていくことが重要です。
提案７　災害救援・福祉救援ボランティア活動の推進
発災時に被災地の市町村社協は他の組織と協働し災害ボランティアセンターを立ち上げる体制をつくることが求められています。また、被災地の市町村社協は機能停止になることも予測されることから、近隣市町村、県域、ブロック及び全国規模で社協の支援体制をつくることが内外から求められています。
現状として、市町村社協における災害救援ボランティア活動支援マニュアルの策定は6市町村社協に止まっています。その要因として行政・関係団体との協働についての話し合いが遅れているということが挙げられます。また、市町によっては防災計画上、自治体行政が災害救援ボランティアセンターを担うと計画されているところもあります。しかし、そうした場合においても、社協が被災者の生活を支援する姿勢が失われるべきではありません。
被災者の生活支援のためには、平時より、特に、自治体行政や災害関係ＮＰＯ等、社協以外の組織との協働体制の整備に努めるとともに、これを円滑に推進するために、災害ボランティアコーディネーターの養成、災害時の行動指針づくりなどをすすめなくてはなりません。なお、災害時の要援護者支援については、平時の小地域福祉活動等と関連づけながら十分に連携をとり推進する必要があります。例えば、一人暮らし高齢者宅の雪かきボランティア活動の取り組みを災害時に活かすということも考えられます。

社協ボランティアセンターの機能強化のため、災害時といういざという時にこそ、日常の力を発揮し、被災者という生活支援を必要とする人々に安心を与えられるよう準備しておくべきであり、その体制づくりを通じて、社協ボランティアセンターの運営体制の強化を図ることを提案します。
提案８　市町村を超えた共同プログラムの創出
複数の市町村域にまたがって広域で活動するボランティア・市民活動は数多くあります。住民もそれぞれの生活圏のなかで自由に移動し生活を営んでいます。
市町村社協は、自治体ごとに組織化されているため、広域団体の窓口になりにくく、市町村を超えて情報が共有化されにくいという課題があります。社協ボランティアセンターとしては、周辺社協と共同した広域での事業展開を推進するなど、日頃から協力体制を育んでいることが必要です。広域展開では、各市町村だけでは確保できない人材・団体などとのつながりが得られたり、また、周辺地域全体のレベルを底上げする効果などが期待できます。例えば、児童養護施設へ大学生が出向き、入所児童に対する学習支援を行っているボランティアグループへの活動支援は、その施設がある市町村のみが活動支援をするというよりは、その圏域の市町村社協ボランティアセンターや県ボランティアセンターが協働・連携して行うべきではないかと考えます。また、災害救援ボランティア活動については、特に被災地の市町村社協の機能がほぼ壊滅することも想定されることから、どれだけ被災地外の周辺市町村社協が支援できるかによって、被災者支援の推進度が高まると言っても過言ではありません。
社協ボランティアセンターの機能強化のため、市町村社協が情報や課題を共有し、共に協力できるよう協議の場づくりをすすめることを提案します。
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